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基本的考え方 
 開発協力は我が国が戦略的に外交を展開する上で最も重要な手段の１つ。国際協調主義に基づく

「積極的平和主義」の立場から、我が国として国際社会の平和と安定及び繁栄の確保により一層積極
的に貢献していく上で、我が国の外交政策に基づいた戦略的かつ効果的な開発協力を推進していく。 

 本年２月に新たに策定された「開発協力大綱」を踏まえ、我が国開発協力の戦略的展開に必要な実
施体制の整備を図るとともに、民間企業、地方自治体、大学・研究機関、ＮＧＯ／ＣＳＯ、国際機関・地域
機関等との連携を一層強化していく。 

普遍的価値の共有、 
国際社会の平和と安定に向けた協力 

民主主義、法の支配、人権といった普遍的価値を共有する
国の取組を支え、我が国との関係を強化するため、法制度
整備やガバナンス強化、ジェンダー平等等を支援する。ま
た、平和構築、テロ・組織犯罪対策、海上保安能力強化等
の支援を通じ、国際社会の平和と安定に積極的に貢献す
る。 

開発途上国と日本の経済成長のための 
戦略的な開発協力の充実 

開発途上国における「質の高い成長」の実現を支援すると
同時に、我が国の経済成長や地域活性化に貢献するため、
地方自治体や中小企業等の海外展開の支援や、インフラ
システム輸出、ビジネス環境整備、医療技術・サービスの
国際展開等の支援を行う。 

戦略的なパートナーシップの構築 

特別な脆弱性を有する小島嶼開発途上国等のいわゆる
「ODA卒業国」や、日本企業にとって重要な投資先である

新興国等との関係強化を図るほか、地域機関等との連携
した広域支援を行う。また、NGOとの連携やボランティア事
業等を通じて国民参加機会の拡大を図る。 

人間の安全保障の推進 

第３回国連防災世界会議の成果を踏まえ、また本年度中
のポスト2015年開発アジェンダの策定（9月）、気候変動に
おける2020年以降の新たな法的枠組みの合意（12月）等も

見据え、人間の安全保障の理念に基づき、防災・災害復興、
保健、環境・気候変動対策、貧困削減、教育等の分野にお
いて、国際機関等とも連携して支援を行う。 

重点 
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普遍的価値の共有、国際社会の平和と安定に向けた協力   重点① 

 法の支配、民主化、ガバナンスの確保 

 自由、民主主義、法の支配といった普遍的価値を共有するＡＳＥＡＮ諸国等の国々における安定的成長や健全な社会
形成は、より安定的な国際環境の形成及び我が国とそれら諸国との関係強化にとり重要。そのために、司法制度や法
制度整備支援、公共放送局のメディア能力強化支援を行うとともに、不正・腐敗防止のための支援を行う。また、我が
国にも影響が及ぶ可能性のあるサイバー空間における法の支配の実現のため、サイバーセキュリティ支援を行う。 
 

 平和構築、人道支援、テロ対策 

 国際社会が紛争やテロ・組織犯罪に直面し、我が国に対するテロ等の脅威も現実のものとなっている中、中東・アフリ
カ等において、過激主義を生み出さない社会の構築も含めた紛争被災者や難民・国内避難民への人道支援や治安対
策を含めた経済・社会安定化支援、テロ対処能力向上支援、紛争終結後の平和の定着や国づくりのための支援を国際
機関や国際連合平和維持活動（ＰＫＯ）とも協力・連携しつつ実施していく。アジアにおいてはミンダナオ和平支援やミャ
ンマー少数民族支援を行う。また、世界各地の地雷・不発弾対策支援を継続する。 
 

 海上保安能力強化、海上交通路の安全確保 

 航行の自由及び安全を確保し、「開かれ安定した海洋」を維持・発展させることは、海洋国家である我が国のみならず、
国際社会全体の平和と安定及び繁栄の基盤。我が国にとって重要な海上交通路の安全確保のためにも、シーレーン
沿岸国等に対し、海上保安機関の能力向上支援や資機材の供与等を行う。 
 

 ジェンダー平等と人権の確保 

 「女性が輝く社会」の実現に向け、開発途上国におけるジェンダーに基づく偏見や不平等を解消し、女性が安心して暮
らせる社会をつくるため、女性の活躍・社会進出のための能力強化支援、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（ＵＨＣ）の
促進を通じた女性の医療アクセスの改善等を支援する。また、平和と安全保障分野においては、紛争の影響下におい
て女性に配慮したコミュニティ開発支援や人身取引被害者の保護と予防に関する支援を行う。 3 



   開発途上国と日本の経済成長のための戦略的な開発協力の充実 

 インフラシステム輸出支援 

 開発途上国の膨大なインフラ需要を踏まえ、日本の技術・経験を活かした都市インフラ開発支援や、ノウハウを持つ日本企業による施
設建設から運営・維持管理を含む事業等を支援する。 

 中小企業等の海外展開支援 

 我が国の中小企業等の優れた製品・技術等を開発途上国の開発に活用することで、開発途上国の経済社会開発に貢献し、またこれを
通じて中小企業等の海外展開を支援する。 

 ビジネス環境整備 

 急成長する新興市場のビジネス環境改善に向けた法制度整備支援、産業人材育成等を支援し、またこれを通じ、日本企業の新興国・
途上国における円滑な活動を後押しする。 

 地方自治体の海外展開支援と地域社会の活性化 

 我が国の自治体が有する技術・ノウハウ（上下水道、環境管理等）を活かし、開発途上国の開発ニーズにきめ細かく対処し、また我が国
地域社会の活性化も図る。また、開発途上国の要望に応じて被災地等の水産加工品等を供与し、これを通じ、被災地を含む地方の経済
復興にも貢献する。 

 日本方式の普及 

 開発途上国が都市化や環境等の課題に適切に対応し、成長を実現するため、高度交通情報システム（ＩＴＳ）、省エネ技術、地デジ等、
我が国が有する技術・制度を活用して支援し、右を通じてこれらの「日本方式」の標準化及び日本企業の海外展開に貢献する。 

 日本の医療技術・サービスの国際展開 

 アジア等で急拡大する保健医療市場における日本の医療技術・サービスの国際展開を視野に、我が国の優れた機材・サービスを活用
した病院施設・機材整備支援や、その持続的活用のための人材育成支援等を行う。 

 資源・食料の安定供給確保 

 資源・エネルギー開発が見込まれる開発途上国において、人材育成を通じた人的ネットワークの強化を図るとともに、資源の持続可能
な利用等のための協力を推進する。 

  重点② 
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人間の安全保障の推進 

 防災・災害復興 

 平成２７年３月の第３回国連防災世界会議を踏まえ、我が国が有する知見・教訓・技術を活用し、ハード・ソフト両面を
効果的に組み合わせた支援を行うとともに、防災の主流化を推進する。 
 

 感染症対策、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（ＵＨＣ）の推進 

 結核、エイズ、マラリア、エボラ出血熱等の感染症の予防・対策を支援するとともに、一人ひとりの人生に寄り添ったＵ
ＨＣ（全ての人が基礎的保健医療サービスを負担可能な費用で受けられること）の実現のため、人材育成や制度整備
支援を通じた基礎的保健システムの強化等につき、二国間援助に加え国際機関等とも連携しつつ、支援を行う。 
 

 環境問題・気候変動対策 

 経済発展に伴う途上国におけるエネルギー問題や環境問題等に対応するため、我が国の技術・制度を活用した環境
管理（リサイクル、廃棄物処理等）や省エネ等に関する支援を行う。また、国際機関とも連携しつつ、地球温暖化や生
物多様性保全等の地球規模課題への対応に取り組む。 
 

 ミレニアム開発目標（ＭＤＧｓ）達成支援、ポスト２０１５年開発アジェンダ対応支援 

 ２０１５年に達成期限を迎えるＭＤＧｓにつき、特にサブサハラ・アフリカや紛争影響国等において一部の分野におい
て達成に遅れが生じていることを踏まえ、ＵＮＤＰやＵＮＩＣＥＦ等の国際機関とも連携しつつ、市場指向型農業振興支援、
教育支援（理数科教育、教員教育）、安全な水の維持管理と衛生改善、強靱な保健システムの再構築といった支援を
行う。また、２０１５年秋に策定される予定のポスト２０１５年開発アジェンダを見据え、これに対応するための支援を実
施する。 

  重点③ 
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戦略的なパートナーシップの構築 

 戦略的なパートナーシップの強化 

 一人当たり国民所得は比較的高いものの、特別な脆弱性を有するカリブ諸国等の小島嶼開発途上国等に対し、外交
政策上の意義も勘案しつつ、防災・環境・気候変動対策分野において支援を行う。また、日本企業にとって重要な投資
先である新興国等の中進国を越える所得水準の開発途上国に対する「日本方式」普及支援、地域機関を通じた広域
協力等を行う。 
 

 国民参加機会の拡大 

 開発協力の重要なパートナーであるＮＧＯとの連携・協働をさらに促進する。政府とＮＧＯの既存の対話枠組みを引き
続き積極的に活用し、情報共有に努めるとともに、ＮＧＯのこれまで以上に積極的な開発協力への参画を推進する。ま
た、ＮＧＯの活動の資金的支援、ＮＧＯの組織的基盤強化に向けた能力向上支援を行う。さらに、青年海外協力隊等の
ボランティア事業を引き続き推進するとともに、企業・自治体・大学等の国際化を後押しするとの観点からグローバル人
材育成支援を行う。 
 

 文化・スポーツを通じた開発 

 ２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの開催も見据え、「Sport for Tomorrow」等、スポーツの価値とオリンピック・

パラリンピック・ムーブメントの普及に向け、学校体育及びスポーツを通じた青少年育成を推進するとともに、障害者ス
ポーツの推進等のための支援を行う。また，コンテンツ普及や日本語を含む日本のソフトパワーの活用を通じ，文化分
野の支援を行う。 

  重点④ 
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地域別供与目標額 
（二国間ODA、当初予算分） 

単位：億円

計 10,940.27 13,614.31 15,157.04 14,437.67 17,511.00 11,281.99 15,860.35

有償 8,167.86 10,622.16 12,265.12 11,412.45 14,500.00 8,280.49 12,839.32

無償 1,614.37 1,515.12 1,606.64 1,638.85 1,666.00 1,666.31 1,604.97

技協 1,158.04 1,477.03 1,285.28 1,386.37 1,345.00 1,335.19 1,416.06

計 6,793.87 (62.1%) 9,466.83 (69.5%) 11,503.35 (75.9%) 9,540.45 (66.1%) 11,034.00 (63.0%) 6,316.60 (56.0%) 8,391.70 (52.9%)

有償 5,867.08 (71.8%) 8,478.34 (79.8%) 10,548.32 (86.0%) 8,396.80 (73.6%) 9,900.00 (68.3%) 5,254.18 (63.5%) 7,224.52 (56.3%)

無償 466.16 (28.9%) 402.21 (26.5%) 428.72 (26.7%) 591.66 (36.1%) 579.00 (34.8%) 516.11 (31.0%) 559.45 (34.9%)

技協 460.63 (39.8%) 586.28 (39.7%) 526.31 (40.9%) 551.99 (39.8%) 555.00 (41.3%) 546.31 (40.9%) 607.73 (42.9%)

計 139.54 (1.3%) 116.64 (0.9%) 250.38 (1.7%) 136.10 (0.9%) 120.00 (0.7%) 124.84 (1.1%) 456.11 (2.9%)

有償 25.72 (0.3%) 0.00 (0.0%) 132.85 (1.1%) 0.00 (0.0%) 0.00 (0.0%) 0.00 (0.0%) 327.48 (2.6%)

無償 71.92 (4.5%) 68.71 (4.5%) 75.50 (4.7%) 93.90 (5.7%) 71.00 (4.3%) 79.14 (4.7%) 77.90 (4.9%)

技協 41.90 (3.6%) 47.93 (3.2%) 42.03 (3.3%) 42.20 (3.0%) 49.00 (3.6%) 45.70 (3.4%) 50.73 (3.6%)

計 266.08 (2.4%) 255.54 (1.9%) 62.56 (0.4%) 431.58 (3.0%) 598.00 (3.4%) 1,087.68 (9.6%) 221.98 (1.4%)

有償 189.70 (2.3%) 180.67 (1.7%) 0.00 (0.0%) 348.77 (3.1%) 500.00 (3.4%) 987.11 (11.9%) 119.15 (0.9%)

無償 43.78 (2.7%) 48.02 (3.2%) 38.07 (2.4%) 53.83 (3.3%) 69.00 (4.1%) 72.00 (4.3%) 70.72 (4.4%)

技協 32.60 (2.8%) 26.85 (1.8%) 24.49 (1.9%) 28.98 (2.1%) 29.00 (2.2%) 28.57 (2.1%) 32.11 (2.3%)

計 1,574.16 (14.4%) 1,407.29 (10.3%) 1,365.05 (9.0%) 1,559.49 (10.8%) 1,997.00 (11.4%) 1,112.03 (9.9%) 1,819.59 (11.5%)

有償 1,208.84 (14.8%) 943.25 (8.9%) 900.54 (7.3%) 1,138.67 (10.0%) 1,600.00 (11.0%) 745.51 (9.0%) 1,431.50 (11.1%)

無償 237.55 (14.7%) 298.14 (19.7%) 309.47 (19.3%) 242.09 (14.8%) 247.00 (14.8%) 204.32 (12.3%) 221.59 (13.8%)

技協 127.77 (11.0%) 165.90 (11.2%) 155.04 (12.1%) 178.73 (12.9%) 150.00 (11.2%) 162.20 (12.1%) 166.50 (11.8%)

計 1,331.44 (12.2%) 1,218.97 (9.0%) 1,489.14 (9.8%) 1,600.65 (11.1%) 1,963.00 (11.2%) 1,845.24 (16.4%) 2,635.00 (16.6%)

有償 448.73 (5.5%) 161.26 (1.5%) 471.92 (3.8%) 614.16 (5.4%) 1,000.00 (6.9%) 788.55 (9.5%) 1,676.67 (13.1%)

無償 597.61 (37.0%) 594.71 (39.3%) 635.26 (39.5%) 567.53 (34.6%) 573.00 (34.4%) 664.90 (39.9%) 575.41 (35.9%)

技協 285.10 (24.6%) 463.00 (31.3%) 381.96 (29.7%) 418.96 (30.2%) 390.00 (29.0%) 391.79 (29.3%) 382.92 (27.0%)

計 576.08 (5.3%) 843.61 (6.2%) 446.77 (2.9%) 1,081.32 (7.5%) 1,071.00 (6.1%) 662.10 (5.9%) 400.10 (2.5%)

有償 222.68 (2.7%) 576.12 (5.4%) 211.49 (1.7%) 854.79 (7.5%) 800.00 (5.5%) 405.14 (4.9%) 150.00 (1.2%)

無償 163.76 (10.1%) 99.10 (6.5%) 96.88 (6.0%) 78.58 (4.8%) 117.00 (7.0%) 110.64 (6.6%) 94.83 (5.9%)

技協 189.64 (16.4%) 168.39 (11.4%) 138.40 (10.8%) 147.95 (10.7%) 154.00 (11.4%) 146.32 (11.0%) 155.27 (11.0%)

計 249.65 (2.3%) 305.43 (2.2%) 39.79 (0.3%) 88.08 (0.6%) 728.00 (4.2%) 133.50 (1.2%) 1,935.87 (12.2%)

有償 205.11 (2.5%) 282.52 (2.7%) 0.00 (0.0%) 59.26 (0.5%) 700.00 (4.8%) 100.00 (1.2%) 1,910.00 (14.9%)

無償 24.14 (1.5%) 4.23 (0.3%) 22.74 (1.4%) 11.26 (0.7%) 10.00 (0.6%) 19.20 (1.2%) 5.07 (0.3%)

技協 20.40 (1.8%) 18.68 (1.3%) 17.05 (1.3%) 17.56 (1.3%) 18.00 (1.3%) 14.30 (1.1%) 20.80 (1.5%)

注1

注2

注3

暫定実績（対世界比）

欧
州

中
央
ア
ジ
ア

コ
ー

カ
サ
ス

中
東

北
ア
フ
リ
カ

サ
ブ
サ
ハ
ラ

ア
フ
リ
カ

中
南
米

世

界

東
ア
ジ
ア

南
西
ア
ジ
ア

大
洋
州

H23年度

実績（対世界比）

無償資金協力の実績は，当初予算の使途決定ベースで集計。また，国際機関分担金・拠出金等は含まれていない。

有償の平成２６年度暫定実績は，国際開発協会（IDA）への第１７次増資のための借款（１，９０４億円）を含めると，総額１兆１８４億円となる。

H18-22年度平均

実績（対世界比）

供与目標額とは，昨今のODA予算の趨勢や，案件の形成・進捗度を踏まえつつ，年度当初の時点で，外交政策的な観点から望ましいと考えられる目標値であり，この「目標額」の達成に

向け案件の形成・採択を行うが，国際情勢の変化等により柔軟・機動的に対応する結果，実績との乖離が生じる。

H27年度

目標額（対世界比）実績（対世界比）実績（対世界比）

H24年度 H25年度 H26年度

目標額（対世界比）
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対太平洋島嶼国支援 

① 東日本大震災の経験を踏
まえた防災協力 

② 環境・気候変動、再生可能
エネルギー 

③ 持続可能な開発と人間の
安全保障 

④ 人的交流 

⑤ 海洋問題 

テロ対策を含む 

地域安定化・ 
平和構築支援 

資源エネルギー産出地域との協力強化 

（ミンダナオ島） 

ベトナム 

モンゴル 

中国 

タイ 

カンボジア 

インド 

バングラデシュ 

ネパール 

ミャンマー 

ブータン 

マレーシア 

インドネシア 
東ティモール 

スリランカ 

パラオ 
ミクロネシア 

キリバス 

ナウル 

マーシャル 

パプアニューギニア 

ツバル 

ソロモン 

フィジー バヌアツ 
サモア 

クック 

トンガ 
（ニウエ） 

モルディブ 

パキスタン 

キルギス 

タジキスタン 

カザフスタン 

ウズベキスタン 

ロシア 

韓国 
日本 

ラオス 

アフガニスタン 

フィリピン 

シンガポール 

ブルネイ 

イラン 

トルクメニスタン 

オーストラリア 

対南アジア支援 対ASEAN諸国支援 

地域の連結性の強化を含むイ
ンフラ等のビジネス環境整備
及び民間経済交流の活性化 

貧困削減及び環境・気候変動
対策並びに防災支援の推進 

平和と民主主義の定着支援 
海上の安全確保に向けた支援 

 2015年を目標とするASEAN共同体構築促進のための連結
性強化、「質の高い成長」実現のための質の高いインフラ投
資促進 

 域内及び国内格差是正のための支援（貧困削減や人材育 
    成支援を含む） 
 日・ASEAN防災協力強化パッケージの推進、環境・気候変
動・エネルギー等持続可能な社会の構築のための支援 

 法の支配の促進、海上の安全確保、サイバーセキュリティ強
化、感染症対策を含む保健・医療、女性分野の支援の重視 

対メコン地域支援 

 「東京戦略2012」実現に向けた支援 
• メコン連結性の強化 
• 貿易・投資の促進 
• 人間の安全保障・環境の持続可能性
の確保 

 ミャンマー支援 
• 国民生活向上 
（少数民族支援含む） 

• 人材育成・制度整備
（民主化支援含む） 

• 経済インフラ整備 

太平洋・島サミットを踏まえた協力関係の維持, 

島嶼国の特別な脆弱性への配慮 

   各地域の重点課題 

アジア・大洋州 

8 

法の支配の貫徹 

海上の安全確保 

インフラシステム輸出 



資源エネルギー産出地域 

との協力強化 

 

テロ対策を含む 

地域安定化・ 
平和構築支援 

 

海上の 

安全確保 

トルコ 

イラン 

サウジアラビア 

シリア 

イラク 

レバノン 

ヨルダン 

エジプト 

クウェート 

インド 

オマーン 

イスラエル 

カザフスタン 

アゼルバイジャン 

ウクライナ 

リビア 

エリトリア 

アルメニア 

パレスチナ自治区 

（ガザ、西岸） 

トルクメニスタン 

ウズベキスタン キルギス 

中国 

タジキスタン 

グルジア 

アラブ 

首長国連邦 

バーレーン 

カタール 

アフガニスタン 

イエメン 

パキスタン 

ロシア 

モルドバ 

ルーマニア 

ブルガリア 

ギリシャ 

マケドニア 

アルバニア 

セルビア 

コソボ 

ハンガリー 

ボスニア・ 
ヘルツェゴビナ 

クロアチア 

モンテネグロ 

スロバキア 
対中央アジア・コーカサス諸国 

支援 
対アフガニスタン支援 対パキスタン支援 

① インフラ整備（運輸・物流、エネル
ギー等） 

② 民主化・市場経済化支援 
③ 社会セクターの再構築支援（教育・
医療等） 

④ 国境管理，麻薬・治安対策 

① 治安維持能力向上 
② 元タリバーン兵士等の再統合 
③ 持続的・自立的発展 

①経済成長基盤（電力・輸送インフラ） 
  の整備 
②人間の安全保障の推進 
③テロ等治安対策や国境地域の安定 
  化への支援 

中東和平 

への貢献 

過激主義の伸張を踏まえた支援 中東・北アフリカのテロ対処能力
向上支援 

 

スーダン 

チャド 

   各地域の重点課題 

中東・パキスタン・中央アジア・コーカサス・欧州 

対パレスチナ支援 
過激主義の伸張を 

踏まえた支援 

対資源エネルギー 

産出国支援 

① 民生の安定・向上 

② 行財政能力の強化 

③ 持続的な経済成長の促進（「平
和と繁栄の回廊」構想等） 

① テロ等対処能力向上支援 

② 人道支援の拡充、経済成
長の促進に必要な経済・
社会安定化支援 

③ 過激主義を生み出さない
社会の構築支援 

 

① 湾岸のＯＤＡ卒業国へのコ
ストシェア技術協力 

② イラクにおける復興から自
立発展への移行・民間セク
ター開発支援 

対ウクライナ支援 

① 経済状況改善支援 

② 民主主義の回復 

③ 国内対話と統合促進 

 

地域の長期的安定 

と持続的発展に 

向けた支援 
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ジブチ 

南スーダン 

ベナン 

セネガル 

エジプト 

リビア 

（西サハラ） 

モーリタニア 

チャド 

エチオピア 
ソマリア 

ウガンダ 

モザンビーク 

マダガスカル 

コンゴ（民） 

ボツワナ ナミビア 

コンゴ（共） 

カメルーン 

アルジェリア 

モロッコ 

マリ 

ニジェール 
スーダン エリトリア 

ケニア 

タンザニア 

ジンバブエ 

マラウイ 

南アフリカ 

ガボン 

中央アフリカ 

ナイジェリア 

カーボヴェルデ 

ギニアビサウ 

モーリシャス 

ギニア 

リベリア シエラレオネ 

ガンビア 

コモロ 

赤道ギニア 

ルワンダ 

ブルンジ 

レソト 

スワジランド 

サウジアラビア 

イエメン 

ブルキナファソ 

ザンビア 

トーゴ 

ガーナ 

サントメ・ 
プリンシペ 

チュニジア 

コート 

ジボワール 

アンゴラ 

   各地域の重点課題 

アフリカ 

海上の安全確保・ソマリ
ア沖海賊対策 

TICAD Vフォローアップ 
「横浜行動計画2013-2017」の着実な実施 

 民間の貿易投資を促進し、アフリカの成長を後押し（インフラ、
人材育成等）。 

 日本らしい支援を通じ「人間の安全保障」を推進。 
① 経済成長の促進（民間セクター、貿易投資、資源） 
② インフラ整備・能力強化の促進（インフラ、人材育成、科学技
術、観光） 

③ 農業従事者を成長の主人公に（農業、食料・栄養安全保障） 
④ 持続可能かつ強靱な成長の促進（環境・気候変動・防災） 
⑤ 万人が成長の恩恵を受ける成長の促進（教育、女性、保健、
水・衛生） 

⑥ 平和と安定、民主主義、グッドガバナンスの定着 

中東・北アフリカのテロ対処能力向上支援 

 凡例 
 
： 重点回廊（5大候補地域） 
 
 
： 戦略的マスタープラン策定
地域（調整中を含む） 

人間の安全保障の推進 
ビジネス・投資環境整備、 

資源エネルギー開発促進 

エボラ出血熱流行国を中心 

とした保健システムの再構築 

国際テロ対策の強化及び地域安定化 
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ハイチ 

ドミニカ国 

メキシコ 

パラグアイ 

アルゼンチン 

ボリビア 

エルサルバドル 

グアテマラ 

ベリーズ 

ジャマイカ 

ドミニカ共和国 

キューバ 

チリ 

ペルー 

パナマ 

エクアドル 

ニカラグア 

コスタリカ 

ホンジュラス 

ベネズエラ コロンビア 

ガイアナ 

仏領ギアナ 

セントクリストファー・ネービス 

セントルシア 

バルバドス 

グレナダ 

トリニダード・トバゴ 

アンティグア・バーブーダ 

ガイアナ 

米国 

バハマ 

セントビンセントおよびグレナディーン諸島 
対南米支援 

 資源エネルギー安定供給・
食料安全保障 

 インフラ整備 

 防災・災害復旧 

 再生可能エネルギー 

 森林保全 

 三角協力の推進 

対中米支援 

 インフラ整備 
 防災・災害復旧 
 気候変動対策、再生可能エネルギー、省エネルギー 
 中米統合の促進・広域協力 
 三角協力の推進 

   各地域の重点課題 

中南米 

対カリブ支援 

 気候変動対策、再生可能エネルギー、
省エネルギー 

 防災・災害復旧 
 水産 
 ハイチ大地震からの復興支援 

防災・災害復旧 

環境問題・気候変動対策 

資源エネルギー産出地域
との協力強化 

食料安全保障 

小島嶼開発途上国の 
特別な脆弱性への配慮 
  （卒業国支援含む） 

中進国を超える所得水準の 
開発途上国に対する 
「日本方式」普及 

スリナム 

ブラジル 

ウルグアイ 
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